
1.

該当なし

2. 重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債権：償却原価法（定額法）によっている。

②満期保有目的の債権以外の有価証券

1.時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっている。

2.時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

①建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品

残存価額を1円とする定額法による。

②リース資産

該当なし

（3）引当金の計上基準

・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・退職給付引当金

愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち法人負担額に相当する金額を計上している。

（4）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3. 重要な会計方針の変更

該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度

当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

①社会福祉施設職員等退職手当共済制度

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。

②民間退職手当共済制度

全常勤職員について、愛媛県社会福祉協議会の実施する退職手当共済制度に加入している。

5. 拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

（1）法人全体の財務諸表（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式、）

（2）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

（4）公益事業における拠点区分内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

（5）収益事業における拠点区分内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容

①　北梅1拠点（社会福祉事業）

・グループホーム

・介護老人福祉施設従来型

・短期入所生活介護従来型

②　北梅2拠点（社会福祉事業）

・ケアハウス

③　北梅3拠点（社会福祉事業）

・介護老人福祉施設　ユニット型

・ショートステイ梅本の里　ユニット型

④　北梅4拠点（収益事業）

・太陽光発電の売電事業

⑤　水泥1拠点（社会福祉事業）

・訪問介護

・デイサービスセンター梅本の里　小梅

・居宅介護

⑥　水泥2拠点（公益事業）

・事業所内託児所　小梅

⑦　平井1拠点（社会福祉事業）

・特別養護老人ホーム梅本の里・サテライト

・特別養護老人ホーム梅本の里サテライト・ショートステイ

・デイサービス梅本の里

・共生型デイサービス梅本の里

⑧　平井2拠点（社会福祉事業）

・就労継続支援（B型）いつもの

継続事業の前提に関する注記

　計算書類の注記　法人全体



6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 336,065,208 0 336,065,208

建物 1,768,549,012 0 115,628,999 1,652,920,013

合計 2,104,614,220 0 115,628,999 1,988,985,221

7. 基本金又は固定資産の売却もしくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

8. 担保に供している資産

土地（基本財産） 122,923,667

建物（基本財産） 172,355,060

計 295,278,727

担保にしている債務の種類及び金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 48,664,000

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 28,840,000

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 280,500,000

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 190,755,000

計 548,759,000

9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 3,337,828,567 1,684,908,554 1,652,920,013

土地（その他の固定資産） 113,645,302 0 113,645,302

建物（その他の固定資産） 22,815,115 16,231,685 6,583,430

構築物 49,723,914 45,999,696 3,724,218

機械・装置 15,085,800 15,085,797 3

車両運搬具 4,306,630 4,306,625 5

器具備品 209,730,802 181,871,431 27,859,371

ソフトウェア 11,282,650 11,282,650 0

合計 3,764,418,780 1,959,686,438 1,804,732,342

10.

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

債権額 徴収不能引当金の期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 140,341,336 140,341,336

未収金 279,898 279,898

未収補助金 18,297,000 18,297,000

11. 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12. 関連当事者との取引内容

該当なし

13. 重要な偶発債務

該当なし

14. 重要後発事象

該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

明らかにするために必要な事項

該当なし

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高


